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要約 

 

半導体技術の進歩により、半導体製品の多様化、複雑化は益々進み、それと同時に半導体

市場も拡大し、2012 年には約$300B の規模になった。このような状況の中で、世界半導体

企業の収益性は、企業ごとに大きな差が出てきている。本報告では、世界半導体の各企業

の取扱製品群の差異による収益性を調査・分析した結果を示し、世界半導体企業の中で、

製品群集中度が低い企業の営業利益率が低いことを明らかにした。また、日本半導体企業

は製品群集中度が低い傾向にあり、その原因として、日本半導体企業（部門）の設立の経

緯によるところが大きいことを示した。 

                                                  
1 本稿は、一橋大学イノベーション研究センターにおいて、平成 20 年度より平成 24 年度

まで、政府の支援を得て、行われた「産学官連携によるイノベーション過程の研究プログ

ラム」の支援を得て行われたもので、特に、一橋大学の中馬教授からは多くの貴重なコメ

ントを頂いた。ここに感謝の意を表したい。なお、本稿における残された誤りは筆者の責

任に帰すものであり、また本稿の内容は筆者の個人的な見解を示すものであり、筆者の属

する組織によるものではないことに留意されたい。 
2 現在、（株）半導体理工学研究センター代表取締役社長& CEO． 2013 年 9 月まで一橋

大学イノベーション研究センター特任教授 



3 
 

1. はじめに 
 半導体市場は、1950 年ごろに発生以来、拡大を続け、2012 年には約$300B の市場規模

になり、世界の GDP の 0.4％から 0.5％を占めるようになっている。半導体製品は、電子、

情報、通信機器を初めとして、自動車分野、産業機器分野など多くの製品に使われ、近年

その応用範囲は益々拡大し、半導体製品を使用した各種システム、サブシステム製品の高

性能化、小型化、高信頼化、低コスト化に大きく寄与し、社会に対する貢献は多大である。 

 半導体市場は、製品を提供する企業、製品を使う企業とそこで売買される製品およびそ

れらをサポートする製品・サービス、それを提供している企業で成り立っているが、製品

が非常に多様であること、またそれを事業としている企業も、比較的限られた製品群で事

業をしている会社や製品群を幅広く取り扱っている会社など様々である。 

 この多様化は、微細化することによる性能向上、経済性向上が過去 60 年以上持続的に起

ったことにより、製品はもとより、その製品を提供する企業の組織形態（ビジネスモデル）

の変化によるものである。半導体産業の創成期には、半導体企業はマーケティングから設

計、製造、販売まで、すべて自社で行っていたが、技術の進展に伴い、規模の拡大、製品

の複雑度の増大によって、組織機能の一部を外部に委託するケースが増え、ビジネスモデ

ルも多様化してきた。それによって、取扱う製品群により、優位性を発揮でき他社に対し

て、差別化できる工程に集中し、その他は外部に委託する企業が現れた。この現象は、1990

年代の後半から起こった IT 革命によるインターネットの急速な普及により、情報の入手に

対するコストが下がったことや、グローバル化により、新興国においても半導体産業に従

事する人口が増大し、低賃金化が進み、コスト構造が変化したことにより、加速された。 

収益性を議論する場合には、各企業の取扱う製品の価格、販売数量および各種費用の分

析が必要である。価格と数量は、需要と供給の関係で決まるが、半導体製品は、非常に多

様であり、半導体、集積回路を集積規模で見てみると、素子数が数個のダイオードやトラ

ンジスタから集積素子数が 10 億個以上の高密度メモリや CPU コアを複数個入れ、高性能

を追求したサーバ用の MPU に至るまで非常に幅広い。製品価格帯も 1 個 1 円もしない簡

単な個別半導体から、1 個数十万円以上もする高機能集積回路まで幅広い3。また、同じ製

                                                  
3 WSTS のデータによると 2012 年の小信号ダイオードの ASP（Average Selling Price）

は$0.01 である。 

Intel 社の Web サイトに公表されている（2013 年 8 月）Price List に記載されている最

も高い MPU（Processor）は Server/Workstation 用の Intel Itanium Processor 9560 で、

$4,650 であるのに対し、もっとも安い Processor は Desktop 用の Intel Celeron Processor 

G470 で、$37 であり、2 桁以上の開きがある。 

http://www.intc.com/priceList.cfm 

http://files.shareholder.com/downloads/INTC/1036174618x0x671783/D705D19A-9C24

-4414-BDE5-EF1CEBF21ADD/Copy_of_June_23_13_Recommended_Customer_Price_L
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品群の中でも、製品差別化競争がおこなわれ、製品の種類も多い。また、価格についても、

平均単価（ASP：Average Selling Price）が上昇する製品群がある一方で、価格低下が激し

い製品群や比較的緩やかな製品群などがある。当然、価格の差異は、微細度、チップサイ

ズ、製造の難易度、設計の難易度など相違によるところが大きいが、製品仕様の差別化に

より、顧客に価値を認めてもらい価格に反映させる競争も激しい。半導体産業、企業の収

益性を論ずるときには、これらの差異を良く理解して、調査・分析する必要がある。 

本稿では、半導体企業が取扱っている半導体製品を（１）製品特性、（２）応用分野（用

途）、（３）消費市場（地域）のカテゴリで分類し、市場構造を調査・分析し、各企業の製

品に対するポジショニングを調べ、それらの企業の収益性との関連についても調査・分析

を行った。個別企業の収益性について、各企業の個別製品価格と販売数量およびその費用

から求めるのではなく、製品の特徴により分類された製品群分類、製品の使用される分野

によって分類された応用分野分類と製品の販売される地域により分類された消費市場分類

を行い、また、半導体企業の（１）設立経緯、（２）取扱品種群の多寡、（３）製品の応用

分野、（４）消費市場（地域）について、調査し、その結果と各企業の売上高、営業利益な

どを分析することにより、概略的な収益性の差異について明らかにする。収益性について

は、各社のポジショニングとオペレーションの優位性によるが、本稿では、特にポジショ

ニングの差異による収益性の差異に注目して、調査・分析をした。 

                                                                                                                                                  
ist.pdf 

WSTS のデータによる 2012 年の MPU の ASP は$90 である。 
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2. 調査データ・項目 
調査・分析は、一部、商用ベースで購入が必要なものもあるが、基本的には、公表、公

開データをもとに議論を進めている。 

各社の売上高、営業利益やその他の費用については、各社が開示している財務諸表、ア

ニュアルレポート［参考調査データ 4, 5 記載の Web サイトから入手］からデータを入手し

た。期間としては 1991 年から 2012 年までである。これにより、半導体各社の概略費用構

造を明らかにした。 

各製品群の金額ベースの売上高と数量およびそれにより算出される平均売価（ASP：

Average Selling Price）は、WSTS4（World Semiconductor Trade Statistics）により発表

されるデータをもとに算出し、製品群により異なるが、1984 年から 2012 年まで収集した。 

調査会社 IHS5の Competitive Landscaping Tool には、2001 年以降の各社別、各製品群

別に売上高推移が記載されており、この調査データからは、半導体企業の取扱い製品群に

ついて詳細に調べた。 

 

                                                  
4 WSTS：http://www.wsts.org/ 
5 http://www.ihs.com/products/supply-chain/electronics-media/semiconductors.aspx 
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3. 半導体市場分類 
半導体市場を分類するときに、次の三つの視点から分類する。一つ目は製品特性による

製品群分類、二つ目は用途に着目した応用分野分類、三つ目は地理的位置に着目した消費

市場分類である。 

 

3.1. 製品群分類 

製品群分類は IHS の分類に従い、大項目として、 

① Memory,  

② Microprocessor (MPU),  

③ Microcontroller (MCU),  

④ Digital Signal Processor (DSP),  

⑤ General Purpose Logic (Logic-GP),  

⑥ Logic; Application Specific Standard Products (Logic-ASSP),  

⑦ Logic; Application Specific Custom Products (Logic-ASCP), 

⑧ General Purpose Analog (Analog-GP), 

⑨ Analog; Application Specific Standard Products (Analog-ASSP), 

⑩ Analog; Application Specific Custom Products (Analog-ASCP), 

⑪ Discrete, 

⑫ Optical Semiconductors 

⑬ Sensor & Actuator 

の 13 製品群に分類した。IHS では ASCP（Application Specific Custom Products）

と言わずに ASIC（Application Specific Integrated Circuits）という表記をしている

が、ASIC は ASSP（Application Specific Standard Products）も含めて、特定用途

向けととらえる場合や設計手法と捉える場合もあるので、本稿では、カスタム品とい

うことを明らかにするために ASCP という用語にしてある。また、半導体製品として

よくつかわれる SoC という用語は System on a Chip の略号であり、ここでは、

Logic-ASSP、Logic-ASCP に分類されるもののうち、MPU、MCU のコアを含み、

メモリや特定機能専用ロジック、アナログなどが含まれた比較的大規模な製品を指す。

Logic-ASSP、Logic-ASCP に分類されるものは、チップ内部のレイアウトパターンな

ど、外見上の差異は少ないが、製品仕様を半導体メーカが決めているか、半導体ユー

ザが決めているかで、製品としては大きな違いがある。SoC という用語を ASSP タイ

プと ASCP タイプを区別せずに使用している点が SoC の本質を見誤る原因になって

いる。 

図 3.1 に製品特性により分類した製品群ごとの市場規模推移を示す。2000 年代以

降の三大製品群は、Memory, MPU, Logic-ASSP であり、2012 年は其々、$40B 以上

の市場規模である。DSP と Analog-ASCP は 2001 年から 2012 年までの伸長率はマ
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イナスである。 

ここで示した製品分類は、WSTS やそのほかの調査機関の分類ともほぼ同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 製品特性別 製品市場規模 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

 

3.2. 応用分野分類 

応用分野としての分類は下記のようにした。 

①  Consumer 

②  Computers & Peripherals（or Data Processing） 

③  Wireless Communications 

④  Wired Communications 

⑤  Automotive 

⑥  Industrial & Other 

図 3.2 に応用分野ごとの製品市場規模を示す。市場規模的には Computer & 

Peripherals 市場が大きいが、伸長率では Wireless 市場の分野が大きく Smart Phone、

Tablet の市場が拡大していることが推察される。2012 年の市場規模は Computer & 

Peripherals 市場 約$100B、Wireless 市場 約$70B、Consumer 市場 約$55B、

Industrial 市場 約$30B、Automotive 市場 約$25B、Wired 市場 約$20B となって

おり、リーマンショック時の 2009 年には全ての分野で市場規模が縮小したが、その

後全ての分野で急回復した。しかし、2011 年、2012 年は Wireless 分野を除く分野
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で調整が入り、リーマンショック以降伸長しているのは Wireless 分野のみとなって

いる。 

 応用分野の分類は、見方を変えれば、どのような顧客企業を相手にビジネスを行っ

ているかを示している。 

 

3.3. 消費市場（地域）分類 

消費市場の分類は、下記のようにした。 

① Americas 

② EMEA（Europe, Meddle-East & Africa） 

③ Japan 

④ Asia-Pacific 

 

図 3.3 に消費市場の伸びを示す。2001 年は日・米・欧・亜とほぼ同じ市場規模で

あったが、2001 年以降中国をはじめとする Asia-Pacific 地域の伸びが目覚ましい。

これは、半導体製品の販売先が欧米の OEM（Original Equipment Manufacturer）

だけではなく、OEM が Asia-Pacific 地域に工場を保有し、半導体製品の選定は、欧

米で行うが、消費は工場のある Asia-Pacific 地域で行われているからである。また、

製造に関しては製造のみを請け負う EMS（Electronics Manufacturing Service）や

設計、製造を請け負う ODM（Original Design Manufacturer）が台湾、中国をはじ

めとする Asia-Pacific 地域に多くあり、OEM は製造を EMS や ODM に委託するこ

とにより、Asia-Pacific 地域の半導体消費が拡大したと考えられる。この結果、2012

年には消費市場として、Asia-Pacific が$170B 以上を記録し、日、米、欧は 2000 年

代の最初と変わらず、$40B 前後から大きな変化はない。 
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図 3.2 応用分野別 製品市場規模 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 消費市場（地域）別 製品市場規模 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに
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4. 世界半導体企業分類 
本章では、半導体企業を（１）設立時期と形態、（２）売上高規模、（３）半導体事業の

専業度、（４）取扱い製品群の切り口で分類する。 

 

4.1. 設立時期および形態 

半導体産業は 1950 年ごろに発生しているが、現在半導体事業を行っている企業は、

1950 年以降の設立とは限らない。設立には下記に示すようなパターンがある。また、

これらの設立年代を含めて、表 4.1 に示す。 

 

A) Start-up I：半導体事業をするために設立された企業 

B) Start-up II：半導体以外の事業をするために設立されたが半導体事業に比重を移

した企業 

C) Spin-off：電子・情報・通信機器製造企業の半導体部門が、独立してできた企業 

D) Joint-venture：複数企業の半導体部門がそれぞれ、分離、合併してできた企業 

E) Division：電子・情報・通信機器製造企業の半導体部門として継続している組織 

 

設立について、国別特徴をみると、米国は Start-up I に分類される企業は多く（主

な企業としては 1960 年代の Intel、AMD、Analog Devices、1970 年代の Micron、

1980 年代の Xilinx、Altera、Maxim、Linear Technology、1990 年代の Broadcom、

nVidia、Marvell）、これらの企業が、2012 年の世界半導体売上高および営業利益ト

ップ 10 に数多く、入っている（売上高でトップ 10 に入っている企業は Intel, Micron, 

AMD で、営業利益でトップ 10 に入っている企業は Intel, Analog Devices, Linear 

Technology, Xilinx, Maxim である）。Start-up II の企業は TI、Qualcomm、などで

ある。また半導体部門の Spin-off は 1980 年代に Microchip（1987 年に General 

InstrumentsからSpin-off）、1990年代にON Semiconductor（MotorolaのDiscrete、

Analog 半導体部門が 1999 年に Spin-off）、2000 年代には Avago（HP から Agilent

に分かれ、さらに 2005 年に Spin-off）、Freescale（Motorola より 2004 年に Spin-off）

などがある。現在、半導体売上高が高いが、半導体専業企業でない米国企業は IBM

のみである。 

それに対し、日本では半導体専業企業として設立されて（Start-up I タイプ）、現

在、年間 10 億米ドル以上を売り上げている企業はなく、一方、半導体部門の独立は

限定的である。半導体部門を分社化している企業はいくつかあるがほとんど 100%子

会社にしており、実質的には半導体事業が独立しているわけではない。また、半導体

部門が Spin-off された例はエルピーダやルネサステクノロジ、ルネサスエレクトロニ

クスにみられるがいずれも合併を伴ったものであり、形態は Joint-Venture である。 

欧州は、日本と状況が似ており、1980 年代に設立された STS-Thomson（Thomson
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が資本を引き揚げ STMicroelectronics になる）、2000 年代 NXP などがあり、また

Spin-off 企業としては Siemens から独立した Infineon がある。Start-up も少なく、

CSR くらいである。 

 

表 4.1 半導体企業の設立時期と形態 

 

注）赤字は日本企業、背景がグレーの企業は半導体セグメントの売上高もしくは営

業利益が公表されていない企業 出典：各社の Web サイトのデータより筆者が作成 

 

4.2. 売上高規模、本社所在国、ビジネスモデル 

2003 年から 2012 年までの 10 年間での累積売上が 10 億米ドル以上で、現在も存

続している会社は世界で 168 社ある。そのうち IDM（Integrated Device 

Manufacturer）は 99 社（比率 59%）、Fabless は 69 社（比率 41%）で、累積売上

高の高いゾーンほど IDM の比率が高い。本社所在地域で分類して、Fabless 比率は

中国本土（75%）、台湾（56%）で高く、日本（13%）、欧州（28%）、韓国（33%）で

低い。（表 4.2、図 4.1） 

上記企業の中で、巨大企業（10 年間累積売上高 100 億米ドル以上）は 41 社あり、

米国に本社がある企業は 23 社、日本 10 社、欧州 4 社、韓国、台湾各 2 社となって

いる。 

2001 年から 2012 年まで市場規模の 0.1%以上の売上を上げた企業数は、年によって

多少の変化はあるが、100～110 社程度ある。また市場規模の 1％以上の売上を上げ

た企業は、20 社程度であり、企業数は少しずつ減少しており、寡占化の方向にある

（図 4.2）。半導体製品は、その重量が軽いことからも、グローバルに流通しやすい。

しかし、そのような状況においても、小規模の企業が存続できるのは、半導体製品群

の多様化と応用分野が多岐にわたっていること、またシステム製品のメーカ（半導体

製品のユーザ）のカスタム製品に対するニーズが多いことも理由として挙げられ、製 
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表 4.2 半導体企業 168 社の売上高規模、地域とビジネスモデルによる分類一覧表 

 

 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 地域、売上高規模別半導体企業数 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作

成 
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品差別化による競争が激しいことを示している。 

表 4.3 に示すように、売上高シェアランキングは 1992 年以降ずっと、Intel がトッ

プの座を維持しており、2002 年からは Samsung が 2 位になっている。2001 年から

2012 年まで連続してトップ 10 に入っている会社は Intel、Samsung、TI、Toshiba、

STMの5社であり、連続して、トップ20に入っている会社は上記5社に加え、Infineon、

AMD、Sony、Freescale、NXP のあわせて 10 社である。2001 年にトップ 10 に入っ

ていなかったが、2012 年にトップ 10 に入った企業は、SK Hynix、Micron、Qualcomm、

Broadcom および日立、三菱電機の半導体部門が統合されてできた Renesas 

Technology に、更に NEC Electronics が統合されてできた Renesas Electronics で

ある。一方、2001 年にトップ 10 に入っていたが、トップ 10 圏外に去った企業は

Infineon、Freescale、NXP であり、Hitachi は 2003 年に、NEC Electronics は 2009

年に圏外から去った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 売上高規模別半導体企業数推移 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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表 4.3 半導体企業売上高ランキング（1990 年~2012 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査会社の公表データをもとに作成 

 

4.3. 専業度 

168社のうち半導体製品の事業のみ行っている半導体専業企業は 68社（米国 36社、

台湾 19 社、欧州 6 社、韓国 3 社、中国 3 社、日本 1 社）で、そのうち Fabless は 46

社、IDM は 20 社である。一方、半導体製品の売上高に占める比率が 50%未満の会社

は 33 社（日本 22 社、米国 5 社、欧州、韓国、台湾、各 2 社で、Fabless3 社、IDM30

社である（表 4.4、図 4.3）。日本は専業企業が極端に少なく、日本は非専業半導体企

業の比率が突出しており、他国、他地域と異なった様相を呈している。 

 

4.4. 半導体企業の分類：取扱い製品群（製品特性）による 

 半導体製品は、「1. はじめに」でも述べたように多様である。取扱製品群は、企業

によって異なり、一製品群に特化して事業をしている企業や幅広い製品群を手掛けて

いる企業など様々である。表 4.5 は取扱い製品群により企業を分類したものである。

表 4.5 の分類は、ある企業の 2003 年から 2012 年までの売上高を占める製品群を分

析し、Memory 製品群の売上高シェアが 50％以上であれば、その企業は Memory 企

業と分類し、MPU 製品群の売上高シェアが 50％以上であれば、MPU 企業と分類す

る。また、どの製品群も 50％に達しない企業は Complex 企業と呼ぶことにする。企

業名の後ろに（ ）の細分化した製品群を記述しているところは、そのサブ製品群で

50％以上を売り上げた会社である。10 年間で、M&A 等による急激な変化を除いて、

Rank 1976 1981 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

1 TI TI T I NEC NEC NEC NEC NEC NEC NEC Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel Intel

2 Moto Moto Moto Moto Tosh Tosh Tosh Tosh Tosh Tosh NEC NEC NEC NEC NEC NEC NEC NEC Tosh Tosh Sams Sams Sams Sams Sams Sams Sams Sams Sams Sams Sams

3 Phil NEC NEC TI Hita Hita Hita Hita Hita Intel Tosh Moto Tosh Tosh Moto Moto Moto Tosh NEC STM Tosh Rene TI TI T I Tosh Tosh Tosh Tosh Tosh Qual

4 NEC Phil Hita Hita Moto Moto Moto Moto Moto Moto Moto Tosh Moto Hita Hita TI Tosh Sams Sams Sams STM TI Rene Tosh Infi T I T I T I T I T I T I

5 Fair Hita Tosh Tosh TI T I T I Fuji Intel Hita Hita Hita Hita Moto Tosh Tosh TI T I T I T I T I Tosh Infi STM STM Infi STM STM STM Rene Tosh

6 Hita Tosh Phil Phil NS Fuji Fuji T I Fuji T I T I T I T I Sams TI Hita Sams Moto STM NEC NEC STM STM Infi Tosh STM Infi Qual Rene Qual Rene

7 NS NS NS Intel Fuji Phil Intel Mits TI Fuji Fuji Sams Sams TI Sams Sams Hita Hita Moto Moto Infi Infi Tosh Rene Hyni Hyni Rene Hyni Hyni STM Hyni

8 Tosh Intel Intel Fuji Phil NS Mits Intel Mits Mits Mits Fuji Fuji Fuji Fuji Fuji Phil Infi Hita Hita Moto NEC NEC Phil Rene Rene Qual Rene Micr Hyni STM

9 Infi Pana Fuji NS Pana Mits Pana Pana Phil Pana Hyun Mits Mits Mits Phil Phil STM STM Infi Infi Phil Free Phil Hyni AMD AMD Hyni AMD Qual Micr Broa

10 Pana Fair Mits Pana Mits Intel Phil Phil Pana Phil Pana IBM Hyun Hyun STM STM Infi Phil Micr Phil Hita Phil Free NEC NXP NXP NEC Infi Broa Broa Micr

Japan 4 4 5 5 6 5 6 6 6 6 6 5 5 5 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 3 2 2 2 2

US 4 5 4 4 3 4 3 3 3 3 3 4 3 3 3 3 3 3 4 3 3 3 3 2 3 3 3(1) 4(1) 5(2) 5(2) 5(2)

EU 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 3 3 2 3 3 3 3 3 3 3 2 2 1 1 1

Korea 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2

Japan Tosh:Toshiba, Hita:Hitachi, Fuji:Fujitsu, Mits:Mitsubishi, Pana:Panasonic, Rene: Renesas, 

US TI: Texas Instrument, Moto: Motorola, NS: National Semiconductor, Fair: Fairchild, Free: Freescale, AMD: Advanced Micro Device, Micr: Micron

EU Phil: Philips, Infi: Infineon, STM: STMicro, 

Korea Sams: Samsung, Hyun: Hyundai, Hyni: Hynix

US (Fabless) Qual: Qualcomm, Broa: Broadcom



15 
 

製品群構成を大きく変える変化は起こりにくく、単独企業としては変化がある場合で

も、徐々に起こしている。また、売上高、営業利益などの費用構造についても、単年

度による変動を避けるために 10 年間累積で分析しているので、上記のような分類を

行った。主要企業の時系列変化は後述する。緑背景の製品群は「機能」設計付加価値

型で、赤背景の製品群は製造付加価値型である。Logic-GP は細分化された製品群に

よって異なるので、色付けをしていない。また、Complex 企業は製造付加価値型製品

と設計付加価値型製品の両方の事業を行っている場合が多く、同じく色付けをしてい

ない。 

米国は、特にある製品群に集中した企業が多く、それらの企業の中から収益性の良

い企業が多く出ている。また、Complex 企業もあり、大手では TI、Freescale、On 

Semiconductor くらいであるが、TI を除けば、収益性が目立って良いわけではない。

TI は知財収入6が多く、収益に相当良い影響を与えている。また積極的に Analog 企

業を買収して（2000 年に Burr-Brown、2011 年に National Semiconductor を買収）

Analog 企業へと変身しつつある。米国半導体産業として見ると、個々の企業は専業

化した企業が多いが、国家としては、全ての製品群をカバーしている。一方、日本は

Complex 企業が多く、専業企業は製造付加価値型の Discrete や Optical 

Semiconductor に限られている（2012 年に倒産した Elpida も Memory 企業で製造

付加価値型）。近年、日本の Complex 企業である、東芝が NAND Flash に、ソニー

が CMOS イメージセンサーに注力し、集中度指数を上げているが、これらの製品群

も製造付加価値型である。その他の日本企業は、同じような多くの製品群を品揃えし

ている状況が続いている。欧州企業の状況も日本と似ている。韓国、台湾は Memory

製品群、Logic-GP（Display Driver）製品群に特化した企業が多く、Complex 企業

は無い。従って、国家レベルで見ると半導体産業は一部に偏っている。 

 

4.5. 半導体企業の分類：応用分野（用途）による 

 半導体企業を製品が使用される応用分野に分類して、各企業の販売分野先で分類す

る。表 4.6 は各応用分野で 50%以上の売上高を上げている企業を其々の応用分野企業

と位置付け、どの分野でも 50%を上回らない、企業を All-round 企業と位置付けた。

All-round I、All-round II の分類は、多くの製品群で、多くのアプリケーションを対

応している企業群を I に分類し、一製品群で、多くのアプリケーションに対応してい

る企業を II に分類した。応用分野別にみると、半導体の市場規模は、2003 年から 2012

年までの 10 年間の累積データによると、Data Processing は 37.4 %、Consumer は

19.7 %、Wireless Communication は 20.3 %、Wired Communication は 6.1 %、

Automotive は 7.3 %、Industrial は 9.2 %を占める。従って、Data Processing、

Consumer、Wireless Communication 分野で売上の 50%以上を上げる企業は多い。 

                                                  
6 EE Times Japan, 2008 の記事によれば、年間約$1B の知財収入があるとの記述。 
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表 4.4 半導体事業の売上高比率（専業度）別企業数 

 

出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

4.6.  半導体企業の分類：消費市場（地域）による 

 表 4.7 は各半導体企業の地域別セグメント売上を示したものである。図 3.3 で示し

たように、2000 年代に Asia-Pacific 地域が急拡大しており、そのため、多くの会社

が Asia-Pacific 地域で 50%以上売り上げている。また、50%に達しない企業（Global

企業）も、Asia-Pacific 地域での売上高が一番高い比率を占めている。例外は日本比

率が多い Toshiba、欧州比率が多い Infineon、米国比率が多い Xilinx である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 半導体企業の専業度 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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表 4.5 取扱い製品群による企業分類 

 

出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

 

表 4.6 製品販売応用分野による半導体企業の分類 

 
出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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表 4.7 消費市場（地域）による半導体企業の分類 

 
 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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5. 売上高と営業利益 
2003 年から 2012 年までの 10 年間の累積売上高が$10B 以上の 32 社を表 5.1 に示す（会

社名に＊マークのついている企業は半導体セグメントの売上高、営業利益を示す）。10 年間

で累積売上高$10B 以上の企業は 46 社あるが、そのうち 2012 年末に存続している企業は

41 社である。その中から、非上場の企業 2 社（日亜化学、Robert Bosch）と半導体セグメ

ントの営業利益を公表していない企業 7 社（ソニー、パナソニック、シャープ、富士通セ

ミコンダクター、IBM、三菱電機、Vishay）を除いた 32 社の売上高と営業利益を示す。 

 

5.1. 営業利益の偏在 

図 5.1 に示したように、32 社の総累積利益額は$238B で、利益会社 23 社の利益総

額は$271B であり、損失会社 9 社の損失総和は-$33B である。Intel の累積営業利益

は 1 社で$106B を記録しており、Samsung、Qualcomm、TI の 3 社合計で$101B、

残りの$64B を 4 社以外で利益を出している 19 社で分け合っている。このように営

業利益は偏在している。 

 

5.2. 相関関係 

これら企業の累積売上高と累積営業利益の相関関係を示したのが、図 5.2 である。

32 社の売上高と営業利益の相関係数は 0.903 になっており、強い正の相関があるよう

に見える。また、半導体産業は「装置産業で固定費が高いので、売上高を上げること

が営業利益拡大に直結する」と思われている。しかし、この図をよく見ると、MPU

で高いシェアを持っている Intel と DRAM、NAND Flash で高いシェアを持っている

Samsung を除き、売上高の中に知財収入が多く含まれている Qualcomm、TI を除く

28 社の相関係数を計算すると-0.14 となり、相関があるとは言えない。 

 

5.3. 取扱製品群により分類された企業の費用構造 

 表 4.5 に取扱製品群により企業を分類したが、本節では、それらの分類と各企業の

売上原価（Cost of revenue）、研究開発費（Research and development expenses）、

販売費および一般管理費（Selling, general and administrative expenses）の調査、

分析を行った結果について示す。 

 図 5.3 に半導体製品のバリューチェーンとどの工程をどの費用項目に分類するかを

示したものである。SG&A 費用は Marketing、Sales の費用以外に人事、総務、財務、

資材などの一般管理費と呼ばれる費用が入っている。Cost of revenue は製造工程の

費用を計上している。図 5.3 における Design の費用を一部計上している場合もある

が、大半の企業は Design のところは R&D に入れているので、それに従った。また、

日本においては、R&D のところを一般・販管費に入れている場合が多いが、R&D と 
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表 5.1 半導体企業 32 社の累積売上高と営業利益 

 
Company 

Location 

of HQ 

Revenue 

$B 

Operating 

Income $B 
% 

Product 

Type 
Application Area 

Sales 

Region 

1 Intel US 400.6 106.3 26.5% MPU Data Processing AP 

2 Samsung* KO 210.7 42.7 20.3% Memory Data Processing AP 

3 TI US 125.3 26.2 20.9% Complex All-round AP 

4 Toshiba* JP 106.8 4.0 3.7% Complex Consumer JP 

5 Qualcomm US 97.5 31.6 32.4% L-ASSP Wireless AP 

6 STM EU 91.5 -1.4 -1.5% Complex All-round AP 

7 Renesas JP 90.0 -0.9 -1.0% Complex All-round JP 

8 SK Hynix KO 74.6 7.4 9.9% Memory Data Processing AP 

9 Infineon EU 70.8 1.1 1.6% Complex All-round EMEA 

10 Micron US 59.5 -2.2 -3.7% Memory Data Processing AP 

11 AMD US 55.5 -3.2 -5.8% MPU Data Processing AP 

12 Freescale US 50.2 -11.6 -23.1% Complex All-round AP 

13 NXP EU 46.7 -3.7 -7.9% Complex All-round AP 

14 Broadcom US 45.5 2.5 5.4% L-ASSP All-round AP 

15 Rohm* JP 34.9 4.1 11.8% Complex All-round AP 

16 nVidia US 31.9 3.2 10.0% L-ASSP Data Processing AP 

17 Analog Devices US 25.2 6.4 25.5% A-GP All-round AP 

18 Marvell US 24.8 2.5 10.2% L-ASSP Data Processing AP 

19 MediaTek TW 24.1 6.7 27.8% L-ASSP Wireless AP 

20 LSI US 21.9 -3.5 -15.8% L-ASCP Data Processing AP 

21 On Semi. US 19.2 1.2 6.1% Complex All-round AP 

22 Xilinx US 18.8 4.7 25.2% L-GP All-round US 

23 Maxim US 18.7 4.7 24.9% A-GP All-round AP 

24 Avago US 17.9 1.8 9.8% Opto All-round AP 

25 Spansion US 17.4 -3.1 -17.8% Memory All-round AP 

26 Atmel US 15.5 0.3 1.9% Complex All-round AP 

27 Fairchild US 15.1 0.6 3.7% Discrete All-round AP 

28 Nanya TW 14.1 -3.4 -24.3% Memory Data Processing AP 

29 Altera US 13.9 4.4 32.0% L-GP All-round AP 

30 Sanken Denki* JP 11.3 0.8 7.1% Complex All-round JP 

31 Microchip US 10.9 2.9 27.0% MCU All-round AP 

32 Linear Tech. US 10.7 5.3 49.5% A-GP All-round AP 
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図 5.1 半導体企業累積売上高トップ 32 社の累積営業利益（上段）と累積売上高（下

段）  

出典：各社の財務データをもとに作成 

 

 

図 5.2 累積売上高と累積営業利益の相関図 出典：各社の財務データをもとに作成 
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  図 5.3 半導体製品のバリューチェーンと費用構造 

 

 

 

 図 5.4 費用構造 
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区別して、分類した。本稿では R&D は Design にかかる費用と各工程をサポートす

る研究開発、技術開発費用の合計値とした。図 5.4 にその構造を示す。 

図 5.5 に示すように、費用構造を公表している半導体企業上位 40 社の 10 年間累積

（2003 年～2012 年）売上高に対する売上原価比率を見ると、平均値は 53.3％で、

Memory 企業、Discrete 企業、Optical Semiconductor 企業は比率が高く、一方、

Logic-ASSP 企業、Analog-GP 企業の比率は低い。これは、それぞれの製品群のウエ

ハ 1枚あたりに掛かる製造費用に差異がある場合とウエハ 1枚当たりの売上高に差異

がある場合の両方の影響により決まる。Memory 企業、Logic-ASSP 企業は売上高増

加に伴い、比率が低下傾向にあるが、Complex 企業は売上高が増加しても、比率に大

きな変化はない。Complex 企業の比率は 60％前後に分布しており、売上高とはあま

り相関が無いように見える。これは、Complex 企業は多くの製品群を手掛けて、多様

な製造プロセスを有しており、それぞれの製品群で規模の経済が効かないレベルでの

増加に留まっていると考えることができる。また、比率が中間的なところに位置する

のは、数多くの製造プロセスの平均的なところに、収まっていると考えられる。個別

製品群の中で Logic-GP は 40％を切る Xilinx, Altera と 70％を超える Novatek, 

Himax に分かれている。この差異は、Logic-GP に分類されているが、細分化した製

品群として、前者は PLD を、後者は Display Driver を取り扱っており、これが差異

として表れている。PLD を事業としている Xilinx、Altera は特許等の知的財産で PLD

市場への参入障壁を高くし、それにより、高価格を維持し、結果的に製造費用の比率

が下がっていると考えられる。一般的に Analog 製品を主に取扱っている企業の売上

高に対する売上原価比率は低いが、Analog-ASSP のところに、分類されている

Skyworks, RFMD は高い。この 2 社は携帯電話、Mobile 機器などの RF（Radio 

Frequency）部分の HPA（High Power Amplifier）を中心に取扱っており、売上高

に対する売上原価比率が高い。これは、HPA, RF のモジュール化などを含め製造関

連費用が高いことを示している。 

売上原価比率が高い企業は、製造付加価値型製品群を多く取扱っている傾向が見て

取れる。 

図 5.6 は累積売上高に対する研究開発費の売上高比率を示す。平均値は 17.2％で、

比率が比較的高い企業は、Logic-ASSP、Analog-GP を主に取扱っている企業群であ

り、比率が低い企業は、Memory、Discrete、Optical Semiconductor および Logic-GP

で Display Driver を主に取扱っている企業である。Complex 企業の研究開発比率は

ばらついている。これは、各 Complex 企業が、取扱っている製品群の比率が異なる

ことから、このような傾向が表れているものと考えている。 

図 5.7 は累積売上高に対する累積売上原価比率と累積研究開発費比率を各社ごとに

示したものである。どのような製品群を主に事業として行っているかにより明らかな

差がみられ、Logic-ASSP 企業、Analog-GP 企業、Logic-GP（PLD）企業は研究開
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発費比率が平均よりも高く、売上原価比率が平均より低い。これらの製品群は設計付

加価値型の製品である。一方、Memory 企業、Logic-GP（Display Driver）企業はそ

の対極にあり、これらの製品群は製造付加価値型の製品である。Discrete 製品、

Optical Semiconductor 製品もこれに近い。Complex 企業は取扱い製品群のウエイト

によって差があるが、売上原価比率、研究開発費比率もともに高い。図 5.4 に示した

ように、営業利益は売上高から、売上原価、研究開発費、販売・一般管理費などを引

いた値であるので、Complex 企業は営業利益が低くなる傾向にあることが分かる。図

5.8 に累積売上高に対する累積売上原価比率と累積販売・一般管理費比率を主要各社

ごとに示す。Memory 企業は比較的累積販売・一般管理費比率が低い。また、取扱い

製品群によらず、台湾、韓国に本社を置く企業の比率も低い。 

一製品群で比較した場合、売上高と営業利益は正の相関関係がある。しかし、取扱

製品群を多くして、売上高を増やしても逆に営業利益は増えない。これは、製品群に

よる費用構造が異なり、多くの製品を取扱うことによる非効率が起こっていることを

意味している。取扱う製品群により、売上高原価比率、研究開発費比率の高低が分か

れる。売上高原価比率の高い製品群は Memory 製品、Logic-GP の Display Driver 製

品など製造付加価値型製品群にみられ、一方、研究開発費比率が高い製品群は

Logic-ASSP 製品、Logic-GP の PLD 製品、Analog-GP 製品などの設計付加価値型製

品にみられる。 
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図 5.5 累積売上高と累積売上原価／累積売上高比率  

出典：各社の財務データをもとに作成 

 

  図 5.6 累積売上高と累積研究開発費／累積売上高比率  

出典：各社の財務データをもとに作成 
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  図 5.7 主要各社の売上原価比率と研究開発費比率 

出典：各社の財務データをもとに作成 

 

  図 5.8 主要各社の売上原価比率と販売・一般管理費比率 

出典：各社の財務データをもとに作成 
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6. 市場の特徴（製品群ごと） 
6.1. 市場規模と競争状況 

 表 6.1 に 3.1 で分類した 13 製品群について、2003 年から 2012 年までの累積市場規

模、伸長率、企業数（売上高$0.5B 以上）および 2012 年の売上高シェア No.1、No.2 企

業を示す。 

 

表 6.1 13 製品群の市場規模と特徴 

 

 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

3 大製品市場は、Memory、MPU、Logic-ASSP で、2012 年の市場規模は約$50B で

ある。規模的にはほぼ同じであるが、異なった市場を形成しており、MPU は寡占化が

進み、Intel が市場の 8 割以上を占めている。Memory 市場は、Samsung、SK Hynix

で市場の約 5 割を占めている。MPU、Memory は同じ機能仕様（Pin Compatible）の

製品を複数社が作っており、寡占化が進みやすい。一方、Logic-ASSP 市場はトップ企

業の Qualcomm でも 2 割に届かず、Logic-ASSP はアプリケーションごとの製品があ

ること、また同じアプリケーション向けにおいても、機能仕様が異なり、そこでの製

品差別化による競争が起こっていることで、このような状況を発生させている。従っ

て、この製品群に入る製品数が多いことから、参入企業数も多い。しかし、Tablet や

Smart Phone 用として、Qualcomm の ASSP がシェアを拡大しており、PC で Intel

が MPU 市場を寡占化したように、Qualcomm も Wireless 市場の SoC として、寡占化
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されていく可能性が高い。（今の製品群分類の MPU は PC 用の ASSP とみることもで

きる。） 

市場規模の小さい DSP、Analog-ASCP はこの 10 年の伸長率はマイナスであり、こ

れは、DSP や Analog-ASCP で実現していた機能を SoC（Logic-ASSP や Analog-ASSP

の形で）に集積化されていることによると推察する。また、MCU、Logic-GP（Standard 

Logic）や Discrete の市場規模拡大の伸長率が低い理由は SoC への集積化とともに、

それぞれの製品単価の低下および低価格帯の製品数拡大によって引き起こされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 世界半導体製品群別 ハーフィンダール指数の時系列推移 

出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

図6.1は13製品群の市場構造を定量的に示すハーフィンダール指数7の年次推移を示

したものである。MPU のハーフィンダール指数が最も高く、2006 年には指数が 0.6

を切っていたが、それ以降は再び上昇し、見方によっては独占状態になっている。DSP、

Analog-ASCP は市場規模が小さく、参入企業も多くないためハーフィンダール指数は

高い。近年、Memory が上昇傾向にある。これは Memory の中の二大製品である、DRAM

と NAND-Flash の市場規模拡大に伴い、大量生産できるトップ数社が有利になり、ハ

ーフィンダール指数は上昇している。MCU の 2009 年から 2010 年にかけての増加は、

当該製品群シェア 1 位の Renesas Technology と 2 位の NEC Electronics が合併した

ことによるものであり、Analog-GP の 2010 年から 2011 年へかけての増加は、TI が

                                                  
7 ハーフィンダール指数とは、市場にあるすべての企業の市場シェアの 2 乗の合計である。 
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National Semiconductor を買収したことによる影響である。Logic-ASCP の 2010 年か

ら 2012 年へかけての急増は、Samsung が Apple 向けのカスタム製品を急増させたこ

とによる。 

図 6.2 は 13 製品群をさらに細分化して、市場規模と市場のハーフィンダール指数を

示したものである。図中カッコ内の数字は参入企業数を表す。 

ある製品市場の拡大が予想されると、参入企業が増加し、市場規模も拡大していく。

さらに拡大していくと、半導体製品の製造方法の特徴から、大量に作る企業が有利に

なり、寡占化が進んでいく。一方、市場規模が縮小していく製品群に対しては、その

市場から退出する企業が増え、自然と寡占化が進んだ状態になる。 

しかし、新たなイノベーションによる機能性能等の変化により、拡大市場において

も新たな参入者の出現や激しい競争が常に起っている。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2 細分化された 70 製品群の市場規模と市場集中度（2012 年） 

図中括弧内の数字は参入企業数 

出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

6.2. 平均単価推移 

各製品群の平均単価推移を図 6.3 に示す。WSTS のデータで、各製品群の市場規模

（金額ベース）の値を市場規模（数量ベース）の値で割ったものである。製品群によ

っては、価格に幅があり、従って同一製品がこの割合で低下していることを示すもの

ではなく、低価格帯の製品数量が増え、高価格帯の製品数量が増えない場合には、そ
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れぞれの単価が変動なくても低下しているように示される。また、Memory 製品はビ

ット容量が増加しており、ビット単価という見方をすれば、この低下率よりもさらに

低下している。 

図 6.3、表 6.2 で特徴的なことは、平均単価を上げられているのは SoC（SPL：Special 

Purpose Logic）のみである。これは、Logic-ASSP のところに分類される製品である。

また、図には表示されていないが、MPU も平均単価は変化していない。一方、DRAM、

Flash の Memory 製品群や Optical Semi.製品群は Volatility が高く、平均単価の年

毎のアップ-ダウンはあるが、長期的には低下している。また、MCU 製品群、Discrete

製品群は Volatility も少なく、低下している。MPU は Intel がシェアの 8 割以上を占

めており、価格をコントロールできる状態にあることが窺われる。何が、平均単価の

上昇低下を左右しているか考えると、平均単価が上昇している SoC は機能集積が進

んでいるが、そのほかの製品群については、機能についてはあまり変えずに、性能向

上や同一機能で容量を拡大している。これらのことから、顧客は機能拡大には価値を

認めるが、性能向上や集積容量向上は集積回路においては当然のことと考え、価値を

見出してくれず、それが価格に反映されていない。 

 

表 6.2 平均単価（ASP）と年平均成長率（CAGR） 

 
 出典：[WSTS BlueBook]のデータをもとに作成 
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図 6.3 製品群ごとの平均単価推移 出典：[WSTS BlueBook]のデータをもとに作成 
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7. 製品群集中度 
7.1. 製品群集中度と営業利益 

「5．売上高と営業利益」のところで述べたように売上高と営業利益、売上原価費用、

R&D 費用、SG&A 費用などを各社ごとに分析することにより、費用構造は取扱製品群

により特徴が有ることが判った。本章では各社の製品群集中度と営業利益（率）との

関係を求める。ここで製品群集中度の定義は、3.1 で分類した 13 製品群について、各

社内での売上高比率を求め、それの 2 乗総和を各社の製品群集中度として表す。1 製品

群に特化すれば、集中度指数は最大（Cmax=1.000）になり、13 製品群を均等に売上

げれば、集中度指数は最少（Cmin=(1/13)^2x13=0.077）となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1 製品群集中度と営業利益率（2003 年~2012 年の累積データより算出） 

上記以外の日本企業の集中度指数：Sony 0.259, Panasonic 0.148, Fujitsu 

Semiconductor 0.321 と低く、Complex 企業に分類される 

出典：各社の営業利益率は、各社の財務諸表（2003 年~2012 年）より算出し、集中

度指数は、[IHS 2013]のデータをもとに 2003 年~2012 年の累積データで算出した。 

 

図 7.1 は各社の集中度と営業利益率の関係を示したものである。図 7.1 を見て、明ら

かなことは集中度が低い企業、すなわち Complex 企業は営業利益率があまり高くない

という結果を表している。それでは、集中度を高め 1 製品群だけを取扱う場合は営業

利益率が高くなるかというとそういうわけでもない。Memory に集中して、集中度が

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 

営
業

利
益

率
[%

]

集中度

Analog GP

Complex

Discrete

Logic ASCP

Logic ASSP

Logic GP

MCU

Memory

MPU

Opto

Minimum Value: 0.0769 Maximum Value: 1.000 

Linear Tech

Analog Devices

Maxim
Samsung

TI 

Rohm 

Avago 

LSI

Broadcom

Nanya 

Xilinx 

Altera

nVidiaMarvell SK Hynix 

Micron

Intel

AMD

Qualcomm

Microchip

Fairchild

Freescale 

NXP 

STM 

Spansion 

MediaTek

Atmel 

Renesas 

Infineon 
Toshiba 

On Semi 
Sanken 



33 
 

1.0 の Spansion、Nanya は営業利益率がマイナスであり、SK Hynix は約 10％の営業

利益率を得ている。Memory 市場は製品仕様にあまり差がなく、代替可能製品であり、

大量生産し、費用効率を良くし、価格を下げられる企業が有利である。従ってシェア

の低い企業は厳しい。 

集中度指数 0.6 近辺に高収益企業が分布している。しかし、0.6 近辺にあっても、AMD

や LSI のように赤字の企業もある。集中度指数が 0.6 前後で、営業利益率が 30%前後

の会社は、次のようなパターンが見られる。比較的市場規模の大きい製品群（MPU、

Memory、Logic-ASSP、Analog-GP のどれか一つ）で売上高の 70%以上を占める第一

の製品群を持ち、第二の製品群は、売上高の 20%前後で、第一の製品群とセットで売

られるような製品もしくは、製造プロセスあるいは設計手法などの費用の共用化がで

き、費用効率が良い製品である。一方、集中度指数が 0.6 近辺であるにもかかわらず、

赤字企業である LSI の場合は、利益の少ない製品（Logic-ASCP）に注力している。ま

た、AMD の場合は、同じ製品群に注力しているガリバー企業（Intel）がいる。 

 

表 7.1 集中度指数 0.6 近辺の会社のトップ 2 売上高シェア 

 
 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

一般的に、なぜ、製品群集中度 0.6 近辺の企業の営業利益率が高いのかについて考え

る。まず、一製品群に集中することによって、費用分散が避けられる。その製品群で

売上高を上げると、基本的には利益は拡大する。しかし、市場規模には限りがあり、

利益を更に拡大しようとすると、他の製品群セグメントに参入することになる。その

時には、（１）メイン製品の事業をするために構築されたインフラ（マーケティング、

設計、製造、販売）をできるだけ活用し、共用化して、サブ製品ができることにより

費用の効率化が図られるか。（２）サブ製品がメイン製品の更なる売上高拡大のために
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活用できるかがポイントとなる。 

よく、「選択と集中」という言葉が使われるが、一度拡大した製品群を選択、集中す

ることは難しい。選択と集中の仕方を注意しなければならない。製品群ごとの事業部

制になっていると、その事業部の利益率の良い製品を残し、悪い製品を止めるという

ことを行う。一見、利益率は良くなるように見えるが、同一製品群の絶対数量が減る

と、費用構造は変わり、利益率は悪くなる。必要なのは製品群を整理することである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 7.2 企業規模による製品群集中度と営業利益率（32 社＋15 社） 

 出典：各社の財務データおよび[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

図 7.2 は製品群集中度と営業利益率について、売上高が$10B 以上の企業と$5B ~ 

$10B の企業を分けてプロットしたものである。明らかに、売上高の小さい企業は集

中した方が良く、そうすることにより、傾向として利益率が高くなることを示してい
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であるが、競合企業がある場合には、あるところまで行くと、上げられなくなる。そ
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のことから、売上高の高い企業は集中度が高ければよいということではないことを示

している。これは、市場規模は有限であり、利益金額を多くするためには売上高を上

げなければならない。単一製品群市場では達成できず、次の市場に参入しなければな

らないから、集中度は低下する。 
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日本大手半導体企業の製品群集中度指数は低く、高い企業が見当たらない。2012

年に倒産した Elpida は DRAM に集中していたが、前述のように、Memory（DRAM）

はシェアが上位 1，2 社しか利益が出せないから、厳しい状態に陥った。日亜化学は

LED に集中しており、三菱電機と富士電機はパワーデバイスに集中している。3 社と

も半導体製品の営業利益を明らかにしていないので、利益が出ているかどうかは不明

である。  

ある製品群に集中し、その集中する製品を適切に選択できれば、営業利益率が高く

なるのは理解できると思うが、それにもかかわらず多くの日本企業が、なぜ多くの製

品を取扱っているかについて考察する。まず、半導体企業（半導体事業部門）の多く

は、4.1 で示したように電子、情報、通信機器メーカの半導体部門としてスタートし

た。各社は半導体の将来性を期待して参入したと考えられる。半導体技術が進化して

いくうちに、各種機器の電子化には重要な技術だということになり、社内の他部門で

開発される製品に組込み、それにより、自社の製品の競争力を高めた。従って、半導

体で利益が出なくても、それを使った製品で利益が出れば良いというような風潮があ

った。本社や社内他部門からは「利益は出さなくてもよから、赤字にはしないでくれ。」

と言われ、また社内他部門から依頼されるものは、何でも手がけていった。そのよう

なことから、製品群系列が広がった。これは、見方を変えれば、日本の電機メーカは、

社内で多くの分野のシステム・サブシステム事業を推進していることを示しており、

現在でも、半導体ユーザ企業として、表 7.2 に示すように日本と海外の企業を比較す

ると日本の半導体ユーザ企業は半導体の応用分野として 3.2 で分類した 6 分野のうち、

ソニー、パナソニック、日立は 6 分野に参入しており、東芝、富士通は 5 分野に参入

している。一方、海外のメーカは多くても 4 分野である。これからもわかるように取

扱製品の多さは企業の設立の経緯やどのような企業から分かれたかに大きく関係し

ている。 

米国においては、4.1 で示したように、Spin-off や事業の集中により、半導体企業

としての専業化さらには半導体製品の専業化を進めるような動きで、企業の境界を変

えていった。一方、日本においても、1990 年代の後半から、半導体部門の半導体分

社化、合併統合が起こった。日米同じような分社化ではあるが、動機が異なっている

ように見えた。その当時、日本企業は、半導体事業は Volatility が高く、半導体部門

の損失が大きい時は会社をつぶしかねないという危惧を本社経営幹部は持つように

なった。Volatility の高いのは DRAM をはじめとするメモリ製品群で、それ以外の製

品群は景気の影響で多少の変動はあるが、堅調に市場が拡大していた。それにもかか

わらず、本社経営幹部がこのように考えるようになったのは、DRAM の影響があま

りにも大きすぎたことによると考える。そのような状況で、分社化や分社化して企業

統合を行ったが、100%の子会社の状態や株式の大半を保有した状態では、半導体会

社の経営の自立性が十分に機能しなかった。また、株式の大半を保有していることは、
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損失が出た場合に親会社の利益に大きな影響を及ぼし、株の保有自体を避けたいとい

う意識が強まってきた。 そのようなことから、ルネサスエレクトロニクスは 2013

年 9 月に産業革新機構と民間 8 社から合計 1,500 億円の資本を受け入れ、ルネサスエ

レクトロニクスの母体となった日立、三菱、NEC の保有株式は合計しても 25%以下

になった8。また、富士通セミコンダクターは SoC 事業については Panasonic との統

合をめざし、マイコン・アナログ事業については Spansion に譲渡された9。 

 

表 7.2 半導体ユーザ トップ 20 社（2008－2010 累積購入額） 

  分野別半導体購入金額  単位：$M 

 

出典：[IHS 2011]のデータをもとに作成 

 

7.3. 売上高トップ 10 企業と営業利益トップ 10 企業の集中度推移 

売上高トップ 10 企業の製品群集中度推移を図 7.3 に、営業利益トップ 10 企業の製

品群集中度推移を図 7.4 に示す。この二つの図を比較すると、明らかに、利益を上げ

ている企業は製品群集中度が高く。また集中度を高める方向に推移している。 

例外として、Samsung がある。Samsung は DRAM, NAND Flash などのメモリ

製品群に注力していたが、2011 年、2012 年と Apple 向けの Logic-ASCP を大量に出

荷し、集中度という面からは低下している。これは、売上規模増大については寄与し

                                                  
8 ルネサスのプレスリリースより

http://japan.renesas.com/press/news/2013/news20130930c.jsp 
9 富士通の IR 資料より、http://pr.fujitsu.com/jp/news/2013/02/7-3.html、
http://pr.fujitsu.com/jp/news/2013/04/30-1.html、
http://pr.fujitsu.com/jp/news/2013/04/30-2.html、 
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ているが、営業利益拡大にはどのくらい寄与しているか不明である（半導体セグメン

ト別の営業利益を公表していないため）。前述したように Logic-ASCP（SoC）は製品

仕様をユーザが決めているため、営業利益率は低いのではないかと推察する。

MemoryとASCPタイプのSoCは両者とも製造付加価値型の製品群であるとはいえ、

製造プロセスの差異は拡大しており、共用性がどの程度あるかがポイントである。ま 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 7.3 半導体売上高トップ 10 企業の製品群集中度   

出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

た、ASCP タイプの SoC 自体、長期に利益を確保できる製品群ではない。Apple にと

って、Smart Phone ビジネスを争っている Samsung にいつまでも ASCP といえど

もキーの部品を頼るのも問題が多いと考え、台湾の TSMC に依頼する動きも見せて

いる。東芝はリーマンショック不況以降、NAND Flash へ注力しており、集中度指数

は向上している。 

営業利益額トップ 10 に入っている企業で、集中度指数が 0.3 を超えていないのは

TI だけである。元々、TI は多くの製品群を手掛けており、日本の大手半導体企業と

類似点は多い。ただ、営業利益額が大きいのは 5.1 でも述べたように、特許、ライセ

ンス等、知的財産による収入が多いことによる。また、製品群集中については、

Buur-Brown、National Semiconductor を買収して、Analog 製品群への集中化を進

めている。 
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 図 7.4 半導体営業利益トップ 10 企業の製品群集中度 

 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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 図 7.5 日本半導体主要企業の製品集中度推移 

 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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7.4. 日本半導体企業の製品群集中度指数の推移 

 図 7.5 は日本の主要半導体企業の集中度指数の推移を示したものである。日亜化学

は LED に集中しており、集中度指数 1.0 であるが、他はあまり高くない。この中で、

三菱電機が比較的高い値を示している。三菱電機は 2003 年に大半の半導体製品をル

ネサステクノロジに移管し、更に DRAM をエルピーダに譲渡したために、パワー半

導体、光高周波半導体のみとなり集中度が上がった。その後パワー半導体に集中する

ことにより、集中度指数が向上している。また、シャープも多くの製品を手掛けてい

たが、光半導体に集中していることがデータからは読み取れる。しかし、シャープは

光半導体の売上も落としており、その他の半導体を止めたことによる、結果である。

シャープは近年半導体セグメントとして売上高、営業利益を公表しておらず、収益性

については不明である。その他、集中度を上げている企業は NAND Flash に注力し

ている東芝、CMOS イメージセンサーに注力しているソニーである。ルネサス、ロ

ーム、パナソニック、富士通セミコンダクターは集中度に時系列変化があまり見られ

ない。 

それでは、「なぜ、日本企業は製品群集中ができないのか？」について考察したい。 

前述したように、近年、日本企業でも製品群集中を行い、指数を上げている企業もあ

るが、一般的に米国企業より集中度は低い。低い理由については 7.2 で述べた企業の

設立の経緯に遡ることができる。今回の調査・分析により、集中した方が営業利益率

は高くできることは明らかになったが、日本企業は未だに多くの製品群を手掛け集中

度は低い状態が続いている。これは、（１）未だに製品群を問わず売上高を上げた方

が良いと思っているのだろうか？ （２）それとも多くの製品を手掛けることによる

シナジーを見出そうとしているのか？ （３）それとも、集中度を高めると営業利益

が増加するのを理解しているが、それを実行できないのだろうか？ （１）、（２）の

ケースでは、利益拡大のためには適切ではないことを理解してもらう必要がある。

（３）のケースがなぜ起こるかは、次のようなことが原因ではないだろうか。まず、

一度拡大した製品群系列を集約するためには、それに従事していた従業員の雇用問題、

工場の転用もしくは閉鎖問題、顧客に対する製品の供給停止の説明等、それを実施す

るためにはそれなりに費用がかかり、労力も必要である。それらのことを考えれば、

赤字にならないかぎりは、撤退という判断はしにくい。また少し赤字が出ても、上記

費用を考えると継続をしてしまう。そのような製品が多くなり、切羽詰まった状態に

なり始めて行動するようになって、状況を悪くする。すなわち、常に営業利益を拡大

し、利益率を高めるに何をすれば良いかを第一の目標に置かなければ、陥りやすい現

象である。 
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8. 各企業の応用分野集中度と営業利益 
 応用分野ごとの製品群市場規模を図 8.1 示す。市場規模は図 3.2 でも示したように Data 

Processing（Computer & Peripherals）の分野が一番大きく、その中で汎用品は 8 割近く

を占める。次いで大きいのは Wireless 分野であるが、5 割以上が Wireless 分野専用製品で

占められている。 

 

 

 図 8.1 応用分野ごとの各製品の市場規模（汎用製品と専用製品） 2012 年 

 出典：[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

 図 8.2 は応用分野集中度と営業利益率の関係を示したものである。応用分野集中度と営業

利益率の相関係数は 0.003736 と無相関といってよい。理由として、図 8.1 にも示したよう

に、各分野とも半分以上は汎用品が使われており、市場としては汎用品市場の方が大きい

ためと考えられる。 

 図 8.3 は製品群集中度と分野集中度を企業の営業利益率をパラメータとして、プロットし

たものである。今回の調査分析から明らかなように、製品群集中 0.6 のところに営業利益率

20%以上の会社があり、また応用分野集中度が 0.2~0.3 と低いが、製品群集中度が 0.5~1.0

と高い所に営業利益率の高い企業がある。 

 



41 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 8.2 応用分野集中度と営業利益率（2003 年から 2012 年の平均値） 

 出典：各社の財務データおよび[IHS, 2013]のデータをもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 8.3 製品群集中度と応用分野集中度 

 出典：各社の財務データおよび[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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9. 各企業の消費市場（地域）集中度と営業利益 
3.3 で分類した消費市場と営業利益の関係を図 9.1 に示す。消費市場規模として大きいア

ジア・パシフィック地域に注力している企業が多いが、グローバルに展開している企業も

多い。消費市場として、日本で売上高の 50％以上を上げている企業はルネサスとサンケン

電気で、米国、欧州で 50％以上の売上を上げている企業は無い。この事実は見方を変えれ

ば、ルネサス、サンケン電気は拡大した Asia-Pacific 市場で売上を拡大できなかったことを

示している。東芝は日本での売上比率は 50%を切っているが、4 地域の中で日本での売上

高比率が最も高い。また、富士通セミコンダクター、パナソニック、ソニーは半導体セグ

メントの営業利益を公表していないので、図 9.1 には記載していないが、地域別売上高シェ

アは日本が高く、富士通セミコンダクターは 73.6%、パナソニックは 54.2%、ソニーは 71.8%

と、2000 年代に拡大した Asia-Pacific 地域での売上高があまり多くないことを示している。 

ほとんどの企業が Asia-Pacific 地域に注力するか、グローバルに展開している企業も、

Asia-Pacific 地域が最も多い。また、消費市場集中度と営業利益率の相関係数は 0.1156 で

あり、相関関係は少ない。市場集中と言うよりも、Asia-Pacific 市場にどのくらい参入でき

ている方がポイントである。 

 

 

 図 9.1 消費市場集中度と営業利益率 

 出典：各社の財務データおよび[IHS, 2013]のデータをもとに作成 
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10. まとめ 
 半導体企業の収益性（特に営業利益）に関して、製品群を（１）製品特性により分類さ

れる市場、（２）応用分野により分類される市場、（３）消費地域により分類される市場の

三つの側面から捉えて、各半導体企業（半導体事業部門）の製品ポジショニングおよび分

類内の集中度によって、収益性に差異があるかどうかを調査・分析した。 

 3 つの分類のうち、（２）営業利益（率）と応用分野集中度に相関関係は見られなかった。

また、（３）項については、ほとんどの企業が Asia-Pacific 地域に注力しており、Japan 市

場に注力している日本企業の営業利益率は一部の企業しか公表されていないので、全貌を

数字で示すことはできないが、各社の発表を見ると半導体部門の損益があまり良くないの

で、地域集中というよりも、どこの地域に集中しているかがポイントである。（１）項の製

品特性により、分類された製品群の選択および集中度は営業利益（率）と関連付けること

ができ、製品群選択、集中に関しては、次のようなことが言える。 

① 製品群集中度の低い企業（集中度 0.3 以下の企業）は営業利益率が 10%以下と低い。 

② 製品群集中度が高いからと言って、営業利益（率）が高いとは限らない。利益の出

る製品群の選択と選択した製品群でのシェアランキング上位に居ることが条件であ

る。 

③ 利益を上げている企業の製品構成は、第一の製品群として、売上高の 70%以上を比

較的市場規模の大きい製品群から上げており、第二の製品群で 20%前後になってい

る。比較的市場規模の大きい製品群とは、Logic-ASSP, MPU, Memory(DRAM, 

NAND-Flash), Analog-GP を指しており、第二の製品群としては、製品開発、製造

などで第一の製品群と共用性の高いものもしくは、チップセットにすることにより

第一の製品群の売上が拡大するような製品群である。 

日本企業は上記①のケースに入る場合が多く、2000 年代不振であった理由は、既報告[中屋、

2012a]で行ったが、見方を変えれば①の状態にとどまっていたということになる。また、

製品群集中度の低さは、企業の設立およびその後におかれた環境によるところがあり、日

本企業に限らず、電子、情報、通信機器メーカの半導体部門として出発した半導体企業は、

一般的に社内システムのキーデバイスとして自社向けに製品を開発しており、半導体ユー

ザ部門の広がりに応じて、半導体製品群の広がりも大きかった。また、現在でも半導体事

業部門として事業を推進している企業は、外販比率が増えているかもしれないが、過去、

製品群系列を増やしてきた。また、一度拡大した製品群系列を集約することは、それなり

に、費用、労力が必要で、「選択と集中」が行われにくかった。 

 日本において、半導体事業を行っている企業数は米国に次いで多いが、半導体事業によ

る売上高が 5 割を超えている企業数の比率は、日本以外の世界の国・地域に比べて、少な

く、日本を除く世界では 8 割以上の企業が半導体事業を主事業（売上高 5 割以上）として

いるが、日本は 2 割程度の企業が半導体を主事業（売上高 5 割以上）としているにすぎな

い。これは、半導体の製品群を集中していないことと半導体事業だけに集中していないこ
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とは、日本企業に良く見られる特徴的なことである。このことは、半導体ユーザ企業の分

析より、日本の電子、情報、通信機器メーカ企業は半導体応用分野 6 分野のうち、5、6 分

野で事業をしており、海外企業は大手ユーザでも 2、3 分野に集中していることとの違いか

らも理解できる現象である。 

 本報告では 1990 年代の状況について、集中度と営業利益の分析をしていないが、1990

年代前半に日本企業が比較的好調だったのは、DRAM に特化したという点と 1990 年代は

2000 年代に比べ製品群の差異（製造プロセス、設計等）が少なく、多くの製品群の事業を

遂行しても非効率という面では少なかったのかもしれない。それが、2000 年代に入って、

製品の複雑度の増大、多様化による製品設計、製造技術の品種群による差異の広がりなど

により、製品のダイバージェンスが起こったことによると見ることができる。 

 半導体技術の進展に伴い、半導体製品群ごとの多様化、複雑化が起こり、製品群ごとの

競争構造は異なり、半導体事業における企画、開発、設計、製造、販売などの組織機能を

製品群ごとで、共用化できない部分が拡大している。このことは、競争優位確立するため

の要件も多様化していることを示している。半導体製品についての事業戦略等を論じると

きに「半導体製品」というように「十把一絡げ」に論じられなくなってきている。従って、

各企業レベルでは、自社の注力する製品群の競争優位を確立するためには何をすべきかを

考え、半導体事業として、その製品群分野に適した施策を立案、推進しなければならない。

各企業は具体的なポジショニングを決め、そこで、推進するオペレーション能力を高め、

収益性を上げることが必要である。 
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5.21. Skyworks  http://www.skyworksinc.com/Investors.aspx 
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6 SIRIJ: 半導体産業研究所、http://www.sirij.jp/index_j.html  

7 STARC: 半導体理工学研究センター、http://www.starc.jp/  

8 SEMI:  http://www.semi.org/jp/index.htm 

9 SRC: Semiconductor Research Corporation, http://www.src.org/  

10 WSTS:  http://www.wsts.org/ 
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